
新たな公共交通の仕組み検討支援業務委託 公募仕様書 

 

本仕様書は、新たな公共交通の仕組み検討支援業務委託（以下「本業務」という。）の受

託者を公募するにあたり、必要とする基本的事項について定めるものである。 

 

１ 業務委託名 

  新たな公共交通の仕組み検討支援業務委託 

 

２ 業務の目的 

   高齢化の進展や人口減少など社会経済情勢が縮退局面を迎える中で、市民が質の高

い充実した生活を送るためには、地域公共交通の維持改善による移動の確保が必要で

ある。本市の課題を精査し、ICT の活用を始めとする新たな公共交通の仕組みについ

て、専門家を交えた研究及び検討を行う「新たな公共交通の仕組み研究事業（以下「研

究事業」という。）」を支援することを目的とする。 

 

３ 業務の内容 

 研究事業では、学識経験者２名を中心に、必要に応じて他の学識経験者や先進事例

を有する事業者等の参画を得て、主に下記のテーマについて研究し、既存の路線バス

事業等のスキームにとらわれない柔軟な事業実施プランを立案し、本市において実現

可能な施策、その実現化方策を検討する。 

   【研究テーマ】 

①ICT を活用した公共交通の利用促進・利便性の向上策について 

   ②郊外部などにおける持続的で効率的な移動手段の確保、路線バスを補完する交通

の仕組みについて 

 

   支援業務の内容 

１）研究会の運営支援 

年２回程度の研究会を開催するにあたり、会議資料の作成、会議運営や報告書の

作成など、効率的な運営が図れるよう支援を行う。 

    ※有識者の謝礼及び旅費は、別に市で負担する。 

 

２）公共交通の課題抽出、精査 

   公共交通基礎調査結果報告書などの市が提供する既往資料を用いて、公共交通の

現状を整理し、主に改善すべき課題を抽出、精査する。 

 

３）先進事例調査 

   公共交通施策に先進的に取り組む事例や法制度を文献等により調査する。 

 

４）公共交通維持改善案の策定 

   研究会の検討結果を踏まえ、維持改善案として取りまとめる。 

 

４ 履行期間 

本業務の委託期間は、契約締結日から平成 30 年３月 30日までとする。 



 

５ 委託金額上限額 

   ２,７７６,０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

６ 成果品等 

成果品については、次のものを提出するものとする。 

  １）公共交通維持改善案  Ａ４版（ファイリングして提出） ５部 

２）業務報告書（本業務にて入手した資料、議事録を含む） A４版（ファイリング

して提出） ３部 

３）上記に係る電子データ（CD-R 等） １部 

    ※電子データはMicrosoft製Word又はExcelで編集可能な電子データを原則とし、

作図などで他の形式データを用いる場合には、委託者の了解を得るものとする。 

 

７ 再委託の制限等 

   １）受託者は、本業務の全部を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはなら

ない。 

  ２）受託者は、本業務の一部を第三者に委託することができる。この場合、事前に 

沼津市に対し書面にて再委託の内容、再委託先（商号又は名称）、金額その他再 

委託先に対する管理方法等必要事項の承認を受けなければならない。 

 

８ 資料の貸与 

   沼津市は、業務の遂行上必要な資料で、沼津市が所有している提供可能な資料につ 

いて貸与する。この場合、受託者は業務完了後に速やかに返却しなければならない。こ 

れにより受領した資料等は、市の了解なく公表・使用はできないものとする。また、市 

から提供のない資料については、受託者がその責任のもとにこれを収集すること。 

 

９ その他 

   １）本業務は、沼津市業務委託契約約款に基づき、契約を履行する。 

２）受託者は、本業務の目的や意図を十分に理解した上で、誠意をもって業務を遂 

行するものとする。 

３）受託者は、業務上知り得た情報を他に漏らしてはならない。また、本業務で得 

られた資料及び成果を委託者の許可なく、外部に貸与並びに使用させてはなら

ない。なお、受託者は、本業務の実施にあたり個人情報を取扱う場合は、沼津

市個人情報保護条例（平成 12 年条例条例 38 号）及び個人情報の保護に関する

法令等を遵守し、個人情報を適切に取り扱わなければならない。 

   ４）本仕様書に記載のない事項又は本仕様書に疑義が生じた場合は、沼津市及び受 

託者が協議の上、定めるものとする。 

  ５）受託者は、業務が完了したとき、受託者の責に帰するべき理由による成果品の 

不良箇所が発見された場合は、速やかに訂正、補足その他の措置を講ずるもの 

とする。 

６）作業過程において、疑義を生じた場合は、すみやかに委託者と協議し、その指 

示を受けなければならない。 

７）成果品の中で他の文献、資料等を引用した場合は、出典名を報告書に記載する 

こと。 


